
別記参考様式第２号

事業名 地区名 事業実施主体 工　期
総事業費
(千円)

主な事業内容等

2,865,113
合計

 （全体事業費）

対象市町村

平成24年度
～

令和10年度
2,473,937

391,176 漁場保全の森づくり

〇山地災害防止等と併せて生活環境を保全・形成する森林の整備地区数　１地区

○国頭村、大宜味村、名護市、今帰仁村、本部町、恩納村、伊江村、伊平屋村、伊是名村、うるま
市、中城村、那覇市、南城市、久米島町、渡嘉敷村、座間味村、宮古島市、石垣市（18市町村）

計画の期間
○平成24年度～令和10年度（17年間）

計画の目標
○治山事業等を実施することにより、土砂流出の防止、水源かん養等の森林の持つ公益的
機能を高度に発揮させ、山地等に起因する災害から県民の生命・財産等を保全することを
目標とする。

定量的指標

農山漁村地域整備計画（変更）

計画の名称
○沖縄県治山事業整備計画

計画策定主体
○沖縄県

○山地災害防止対策等が実施される山地災害危険地区数　３１地区
○山地災害危険地区が複数存在する地域において実施される整備地区数　１地区

○機能強化・老朽化対策が実施される整備地区数　２地区
○漁場の後背地における森林の整備地区数　７地区

対象事業

治山事業

国頭村
大宜味村
名護市
今帰仁村
本部町
恩納村
伊江村
伊平屋村
伊是名村
うるま市
中城村
那覇市
南城市
久米島町
渡嘉敷村
座間味村
宮古島市
石垣市

沖縄県

・予防治山
・山地災害総合

    減災対策治山

・環境防災林整備
・機能強化・
     老朽化対策事業

漁場保全の
森づくり事業

伊平屋村
うるま市
宮古島市
石垣市

沖縄県
平成24年度

～
令和元年度



計画の名称

計画策定主体

計画の目標

全体事業費 千円

評価項目 評価 説明欄

目標の妥当性 ○ 沖縄県治山事業実施方針に定めた内容に
沿った目標としている

○ 災害防止により地域住民の暮らしを守る
ための目標設定となっている

整備計画の効
果・効率性 ○ 整備計画の目標として、適当な定量的指

標となっている

○
「山地災害防止対策が実施される山地災
害危険地区数」により事後評価できるも
のとなっている

○ 治山事業の実施により発現する効果とし
て適切な指標となっている

整備計画の実
現可能性 ○

各事業箇所において、地形、地質、地理
条件等の現場状況に十分対応した工種、
工法を採用している

○
地域関係者等との連絡・調整を図る体制
が整っており、県営事業として実施可能
である。

評
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
価

評価細目

１．関連する計画との整合性が図ら
れているか

２．地域の課題に適切に対応する目
標となっているか

１．整備計画の目標と定量的指標の
整合性がとれているか

２．事後評価ができる適切な指標と
なっているか

　【評価Ⅰ】は全項目に○印がついている
　【評価Ⅱ】は１項目でも×印がついている

　　　【評価Ⅰ】　事業を実施

２．円滑な事業執行の環境が整って
いるか

３．構成事業の実施による効果を評
価するための指標として適切なもの
となっているか

【評価基準】【評価結果】

農山漁村地域整備計画（変更）に係る事前評価

１．地形、地質、地理状況等からみ
て、個別の事業が技術的に可能であ
ること

○国頭村、大宜味村、名護市、今帰仁村、本部町、恩納村、伊江村、伊平屋村、伊是
名村、うるま市、中城村、那覇市、南城市、久米島町、渡嘉敷村、座間味村、宮古島
市、石垣市（18市町村）

○漁場の後背地における森林の整備地区数　７地区

○治山事業

○漁場保全の森づくり事業

○平成24年度～令和10年度（17年間）

2,865,113

評価指標

○機能強化・老朽化対策が実施される整備地区数　２地区

○山地災害危険地区が複数存在する地域において実施される整備地区数　１地区

対象事業

○山地災害防止対策等が実施される山地災害危険地区数　３１地区

〇山地災害防止等と併せて生活環境を保全・形成する森林の整備地区数　１地区

計
画
の
概
要

○沖縄県治山事業整備計画

○沖縄県

対象市町村

計画期間

○治山事業等を実施することにより、土砂流出の防止、水源かん養等の森林の持つ公
益的機能を高度に発揮させ、山地等に起因する災害から県民の生命・財産等を保全す
ることを目標とする。


